泉佐野市罹災証明書交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第2条第1号に規定する災害により、市内の住家等に生じた場合における同法第90条の2第1項に規定する「罹災証明書」の交付に関し、必要な事項を定める。

（対象）

第２条　罹災証明書の交付の対象となるものは、罹災した不動産、動産その他これらに類するものと
する。

（証明区分）

第３条　罹災証明書の種類は、次のとおりとする。

(1)　罹災証明書　災害により住家及びその他の家屋が被害を受けた事実について、確実な証拠によって立証又は総務部税務課が現場確認等により、被害の状況を調査し、当該調査によって判定した被害の程度を証明するものをいう。

(2)　罹災届出証明書　災害により住家等の罹災状況について、被害を受けた事実を市長に届け出たことを証明するものをいう。

（調査・判定の基準）

第４条　罹災に関する調査・判定の基準及び確認方法は、次のとおりとする。

(1)　罹災証明書　住家については、内閣府（防災担当）が定める「被害認定基準」及び「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」その他国が定める基準を基本とする。

(2)　罹災届出証明書　被害状況の写真をもって確認する。

（証明書の申請）

第５条　罹災証明書の交付を受けようとする者は、罹災証明書願（様式第1号）により、罹災届出証明にあっては罹災届出証明願（様式第2号）によるものとし、次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。ただし、罹災証明願においては、調査職員の現場確認が行われた場合は、添付書類を省略することができる。

　(1)　罹災状況が確認できる写真

　(2)　その他市長が必要であると認める書類

２　罹災証明願については、罹災を受けた日から30日以内を提出期限とする。ただし、災害の規模等により別途期限を設定することができる。また、当該期限を経過したことにつき理由書の提出があり、かつやむを得ない事情があると市長が認めたときは、この限りではない。

（証明書の交付）

第６条　市長は、前条の申請があったときは、被害内容を確認し、罹災証明書（様式第3号）又は、罹災届出証明書（様式第4号）を申請者に交付するものとする。

（証明書交付の特例）

第７条　証明書の様式が、その提出先において特に定めがある場合には、当該様式への証明をもって前条第１項の交付に代えることができる。

（証明事項）

第８条　証明書により証明する事項は、証明願に基づく罹災状況であり、損害額を証明するものではない。

（手数料）

第９条　証明書については、手数料を徴収する。

２　 手数料の額は、泉佐野市手数料条例（平成１２年泉佐野市条例第３号）別表３７の項第７号の規定によるものとする。

（事務の所管）

第１０条　証明書交付の事務は、市民協働部自治振興課において行なう。ただし、罹災証明件数が多数見込まれる場合の証明書交付事務は、地域防災計画（泉佐野市災害対策本部事務分掌）に基づき行うものとする。

（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　

　附　則

（手数料に関する特例）

第１２条　証明書については、第７条の規定にかかわらず、当分の間、手数料を徴収しない。
この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。
